
 

 
 
 

 
 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 5年度最低賃金額 全国平均で初の 1,000円超え 

◆目安はＡランク 41円､Ｂランク 40円､Ｃランク 39円 

７月 28日、中央最低賃金審議会で令和５年度の地域

別最低賃金額改定の目安の答申が取りまとめられ、Ａ

ランク 41円、Ｂランク 40円、Ｃランク 39円に決定し

ました。引上げ額はこれまでで最も大きく、全国平均

で時給 1,002円と、初めて 1,000円を超えました。 

これを受けて全国の地方最低賃金審議会で議論が始

まり、８月７日には東京都では 41円引き上げて 1,113

円、また秋田県では過去最高の上げ幅となる 44円引き

上げて 897 円とするよう答申した、と報じられていま

す。 

◆引上げ額の目安が 4.3%を基準として検討された理由 

 政府の方針や賃金、通常の事業の賃金支払能力、

労働者の生計費を総合的に勘案して 4.3％が基準とさ

れましたが、目安の議論を行ってきた公益委員見解で

は、消費者物価の上昇が続いていることや、昨年 10 月

から今年６月までの消費者物価指数の対前年同期比は 

4.3％と、昨年度の全国加重平均の最低賃金の引上げ率

（3.3％）を上回る高い伸び率であったこともあり、特

に労働者の生計費を重視した目安額としたとされてい

ます。また、この目安額が中小企業・小規模事業者の

賃金支払能力の点で厳しいものであると言わざるを得

ない、ともしています。 

◆厚生労働大臣が中小企業・小規模事業者に対する支

援策に言及 

 中央最低賃金審議会の答申において要望のあっ

た、業務改善助成金の対象事業場拡大等について、加

藤厚生労働大臣は８月８日の記者会見において、でき 
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るだけ早期に行うよう検討を進め、検討内容を踏まえ

て後日発表したいと表明しています。 

【厚生労働省「令和５年度地域別最低賃金額改定の目

安について」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_34458.html 

 

男性の育休取得率の増加と企業の育児休業支援 

◆改正育児・介護休業法と男性育休 

育児・介護休業法の改正により、令和４年 10月から

「産後パパ育休」（出生時育児休業）や「育児休業の

分割取得」が施行されています。本改正は男女とも仕

事と育児を両立できるよう設けられたもので、特にな

かなか進んでいなかった男性の育児休業の取得につい

ては、その対応が求められているところです。 

◆男性の育休取得者の割合は約 17％ 

厚生労働省が公表した「令和４年度雇用均等基本調

査」によれば、令和２年 10月１日から令和３年９月 30

日までの１年間に配偶者が出産した男性のうち、令和

４年 10月１日までに育児休業を開始した者（育児休業

の申出をしている者を含む）の割合は 17.13％となって

います。 

この数値は上記改正施行前の状況によるものです

が、前回調査（令和３年度：13.97％）より約３ポイン

トの上昇、過去最高となっています。同調査の 10年前

の数値が２％程度だったことを考えると、近年、急上

昇しているといえます。 

◆求められる育休支援の取組み 

政府は６月に策定された「こども未来戦略方針」で、

2025年までに男性育休取得率を50％へ引き上げる方針

を示しました。同方針では、その他、男性が一定期間 

以上の「産後パパ育休」を取得した場合の給付率

の引上げや、育児休業を支える体制整備を行う中

小企業に対する助成措置の拡充なども挙げられて

います。近時、男性でも育児休業が取りやすい環

境かどうかは、求職者の企業選びにおいても判断

材料となってきています。企業への助成の動きも

注視つつ、今後より一層、育児休業支援の取組み

について検討していきたいところです。 

【厚生労働省「令和４年度「令和４年度雇用均等

基本調査」の結果概要」】 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/71-r04

/07.pdf 

 

9 月の税務と労務の手続提出期限［提出先・納付先］ 

11 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵

便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以

降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

10 月 2 日 

○ 個人事業税の納付＜第１期分＞［郵便局また

は銀行］ 

○ 個人の道府県民税・市町村民税の納付＜第２

期分＞［郵便局または銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務

所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況

報告書の提出 

［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者

でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_34458.html

